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１ はじめに 
  本要領は、公共土木工事を発注するにあたって必要となる資料を作成するにあたって、

基本となる事項を定めたものである。 
なお、細別上の構成及び用語については、「新土木工事積算大系の解説」「新土木工事

積算大系用語定義集」（国土交通省 国土技術政策総合研究所のホームページよりダウン

ロード可能）を参考とするものとする。 
 
２ 用語の定義及び構成 
 (1) 用語の定義 
   本要領において使用される用語の定義は、以下によるものとする。 
   1) 設計書 

工事価格を算出するための根拠を示した資料であり、工事請負契約締結時の発

注者控えとなるものである。 
   2) 契約図書 

請負業者と工事請負契約を交わすための図書であり、工事請負契約締結時は請

負者の控えとなるもの。契約書及び設計図書よりなる。 
3) 契約書 

工事請負契約を交わすにあたっての基本的な権利義務関係を明確にしたもので、

県で共通的に作成されるもの。工事名、工事場所、工期、請負代金額などの契約事

項が記載された書面部分と請負人の権利義務などを定めている条項部分よりなる。 
   4) 設計図書 

契約図書を構成するもので、工事目的物を造るにあたって要求する技術的内容

を明示した図書であり、共通仕様書、特記仕様書、工事数量総括表、図面により

構成される。 
   5) 共通仕様書 

施工時の作業順序、使用材料の品質、数量、仕上げ程度、施工方法等、工事を

施工するうえで必要となる技術的要求、工事内容を説明したもののうち、全工事

に共通する定型的な内容を盛り込み作成したもの。 
   6) 特記仕様書 

共通仕様書を補足し、工事の施工に関する明細又は工事に固有の技術的要求を

定めたもの。 
   7) 工事数量総括表 

工事内容を構成する工種などの項目の数量及び規格を示したもの。 
   8) 図面 

工事目的物を示した設計図。 
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   9) 参考資料 
工事（予定）価格の根拠を入札予定者若しくは請負業者に示すための資料。な

お、本資料は請負契約を拘束するものではない。 
(2) 構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 作成資料内訳 
  公共工事を発注するにあたっては、「設計書」「設計図書」「参考資料」を作成するもの

とし、それぞれの作成資料及び使用区分は以下のとおりとなる。 
使用区分 

設計書 設計図書 参考資料 
作成資料 

○   ①設計書表紙    
○   ②工事総括表 
○   ③工事費内訳表（本工事、附帯工事） 

 ○※   ④間接費内訳表 

○   ⑤単価表 
 ○※   ⑥諸経費一覧表 
○ ○  ⑦特記仕様書 
○ ○  ⑧工事数量総括表 
○  ○ ⑨参考資料表紙 
○  ○ ⑩積算情報 
○  ○ ⑪数量計算書（数量集計表、詳細数量計算書） 

○ ○  
⑫図面（位置図、平面図、縦断図、標準横断図、横断

図、一般図、構造図等） 

○   ⑬その他必要な資料（登録単価根拠資料等） 

                       ※ 工事内容に応じて添付すること  
  

 

入札前の縦覧

に使用 

工事価格の算出 

工事請負契約 
に使用 

設計書 

契約書 

設計図書 

参考資料 

共通仕様書 

特記仕様書 

工事数量総括表 

図面 

請負契約の基本的事項 
県で共通的に作成 

工事価格の根拠を示す資料 

工事現場毎に個

別に作成 

変更契約時

に提供 
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４ 作成資料 
 (1) 設計書表紙 
   設計書表紙には、施工年度、工事番号、工事名、施工地内を記載するものとする。 

(2) 工事総括表 
  工事総括表には、工事概要、設計額、請負額（変更時）を記載するものとする。な

お、工事概要には、施工延長及び工種（レベル２）の内容を記載するものとする。 
 (3) 工事費内訳表 
   工事費内訳表には、工事工種体系の工事区分（レベル１）から積算要素（レベル６）

までの項目全てを記載するものとする。なお、各体系階層毎の記載方法は以下のとお

りとする。 
  1) 工事区分（レベル１）の数量及び単位は１式と記載する。 
  2) 工種（レベル２）の数量及び単位は１式と記載する。 
  3) 種別（レベル３）の数量及び単位は１式と記載する。 
  4) 細別（レベル４）の数量は、「土木工事数量算出要領（案）」の別表－１若しくは「土

木工事標準積算基準書（共通編）」に掲載されている数値基準の表に定められている

数位に四捨五入するものとする。なお、単位は工事工種体系の積算用単位を使用す

ることとする。 
  5) 規格（レベル５）には、工事工種体系で定める規格項目を記載するものとする。 
  6) 積算要素（レベル６）の数量は、細別（レベル４）の数位の１位下位まで記載する

ものとし、四捨五入して求めるものとする。なお、単位は１式で記載せず、工事工

種体系の積算単位等をもとに記載するものとする。 
    但し、設計数量が施工管理基準の規格値より小さくなる場合は、細別（レベル４）

の設計表示数位とすることができる。 
【記載例】 

本工事費内訳表 
費目 工種 種別 細別・規格 数量 単位 単価 金額 摘要 

 

 

    舗装 

 

 

    １ 

 

式 

   

21,162,459

 

 

 

     舗装工 

 

 

    １ 

 

式 

   

17,053,425

 

 

 

      アスファルト舗装工 

 

 

    １ 

 

式 

   

15,041,199

 

 

 

       下層路盤 

 

   RC-40 t=450mm  

2,869 

 

㎡ 

 

 

  

4,299,936

 

 

 

        路盤工（車道） 

 

    下層路盤、RC-40 

t=450mm 
 

2,859.0 

 

㎡ 

 

1,504

  

4,299,936

 

レベル１

レベル２

レベル３ 

レベル４ 

レベル５ 

レベル６ 

積算用単位
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(4) 間接費内訳表 
   対象工事の間接費の内訳が表示される様式で、単独工種の工事においては、作成は

不要とする。 
(5) 単価表 
  設計単価の内訳が表示される様式である。 
(6) 諸経費一覧表 
  対象工事の諸経費の内訳が表示される様式で、単独工種の工事においては、作成は

不要とする。 
(7) 特記仕様書 

特記仕様書は、発注する工事のみに適用される事項を示すものであり、「共通仕様書」

（青森県県土整備部制定）を補完するものである。特記仕様書には、現場条件等を考

慮し施工上必要となる条件を明示するものとする。 
また、参考資料の４に特記仕様書に記載すべき事項及び記載例を示す。 

(8) 工事数量総括表 
  工事数量総括表には、工事工種体系の工事区分（レベル１）から規格（レベル５）

までの項目を記載するものとする。なお、各体系階層毎の記載方法は以下のとおりと

する。 
  1) 工事区分（レベル１）の数量及び単位は１式と記載する。 
  2) 工種（レベル２）の数量及び単位は１式と記載する。 
  3) 種別（レベル３）の数量及び単位は１式と記載することを原則とする。 
    但し、路体盛土、路床盛土については、種別（レベル３）で総量を㎥で記載する

ものとする。 
  4) 細別（レベル４）の数量は、工事費内訳表と同じ数量を記載することを原則とする。

なお、単位は工事工種体系の工事数量総括表用単位を使用することとする。 
    但し、作業土工の床掘・埋戻については、作業内容・数量が検収を伴わない任意

として取り扱われるため、記載しないことを原則とする。また、路体盛土・路床盛

土については、その内訳区分（流量土、採取土、購入土）が任意数量として取り扱

われるため、それぞれを１式として記載するものとする。 
  5) 規格（レベル５）には、工事費内訳表と同じ規格項目を記載するものとする。 
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【記載例】 
本工事費工事数量総括表 

工   種 数  量 単 位 摘    要 

 

 

 舗装 

 

     １ 

 

式 

 

 

 

  舗装工 

 

     １ 

 

式 

 

 

 

   アスファルト舗装工 

 

     １ 

 

式 

 

 

 

    下層路盤 

 

    RC-40、t=450mm  

2,860 

 

ｍ2 

 

 

 

    上層路盤 

 

    M-40、t=80mm  

2,860 

 

ｍ2 

 

 

 

    基層 

 

    ①再生粗粒度 As(20)、t=50mm  

2,860 

 

ｍ2 

 

 
 （路体、路床盛土、作業土工の場合） 

本工事費工事数量総括表 
工   種 数  量 単 位 摘    要 

 

 

 道路改良 

 

     １ 

 

式 

 

 

 

  道路土工 

 

     １ 

 

式 

 

 

 

   掘削工 

 

     １ 

 

式 

 

 

 

    掘削（土砂） 

 

     

2,100 

 

ｍ3 

 

 

 

   路体盛土工 

 

      

760 

 

ｍ3 

 

 

 

    路体（流用土） 

 

  １ 

 

式 

 

 

 

   路体（購入土） 

 

  

  １ 

 

式 

 

 

 

  擁壁工 

 

  

  １ 

 

式 

 

 

 

  作業土工 

 

  

  １ 

 

式 

 

 
 

レベル１ 

レベル２ 

レベル３ 

レベル４ 

レベル５ 

工事数量総括表用単位 

レベル３ 

レベル４ 

レベル４ 

レベル３ 

路体（流用土）と路体（購

入土）の合計（総量）を記載。 

この場合は、路体（流用土）

が 620m3、路体（購入土）

140m3 なので、合計の 760m3

を記載している。 

路体（流用土）と路体（購

入土）の内訳は、請負者の任

意で施工することが出来る

ので、契約上は１式で表示す

る。 

床掘、埋戻は請負者の任意

で施工する部分なので、契約

上は明示せず、作業土工とし

て１式で表示する。 
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(9) 参考資料表紙 
  参考資料（積算情報、数量計算書）の表紙として作成するもので、施工年度、工事

番号、工事名、施工地内を記載するものとする。また、注釈として「工事価格の円滑

な見積りに資する資料であり、工事請負契約を拘束するものではない」と記載するも

のとする。 
(10) 積算情報 

   積算情報には、積算に必要な情報（単価地区、諸経費工種区分、施工地域・工事場

所区分等）を記載するものとする。 
(11) 数量計算書 

   数量計算書としては、積算に必要な数量を各工事目的物の積算要素毎に算出してい

る詳細数量計算書と設計書に記載出来るよう集計した数量集計表を作成するものとす

る。 
  1) 詳細数量計算書 
    各工事目的物毎に数量算出の根拠を記載するもので、様式は任意とする。 
  2) 数量集計表 
    詳細数量計算書で算出した数量を設計書に記載するために集計する様式で、工事

工種体系ツリーに基づき、工事区分（レベル１）から積算要素（レベル６）までに

区分して記載するものとする。 
    なお、本様式は青森県県土整備部独自で定める様式であり、その様式及び作成例

は以下のとおりとなる。 
【数量集計表様式】 
河川改修（築堤・護岸） 

当初数量 変更数量 レベル１ 

工事区分 

レベル２ 

工種 

レベル３ 

種別 

レベル４ 

細別 

レベル５ 

規格 

レベル６ 

積算要素 
単位

設計数量 積算数量 設計数量 積算数量
摘要 

築堤・護岸      式      

 河川土工     式      

  掘削工    式      

   掘削（土砂）   ｍ3      

     ブルドーザ掘削押土 ｍ3      

     バックホウ掘削積込（積込） ｍ3      

     ｸﾗﾑｼｪﾙ(油圧ﾛｰﾌﾟｸﾛｰﾗ型)水中掘削積込 ｍ3      

     ダンプトラック運搬 ｍ3      

     片切掘削（人力併用機械掘削） ｍ3      

     バックホウ掘削積込及び積込 ｍ3      

     ダンプトラック運搬 ｍ3      

     人力切崩し ｍ3      

     人力掘削（床掘） ｍ3      

     人力積込 ｍ3      

     ダンプトラック運搬 ｍ3      

     ベルトコンベア併用人力掘削（床掘） ｍ3      

     ベルトコンベア併用人力積込 ｍ3      

     機械土工（超ﾛﾝｸﾞｱｰﾑﾊﾞｯｸﾎｳ土工） ｍ3      

     ダンプトラック運搬 ｍ3      

   掘削（軟岩）   ｍ3      

     ブルドーザ掘削押土 ｍ3      
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【
作
成
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(12) 図面 
  図面としては、位置図、平面図、縦断図、標準横断図、横断図、一般図、構造図等

を添付するものとする。 
(13) その他必要な資料 

   設計単価の根拠となる見積りなど、積算の根拠となる資料を添付するものとする。 
 
５ 作成部数 
  作成部数は、以下のとおりとする。 

1) 設計書（①～⑬）         ２部※ 
 ※ １部（⑦～⑫）を貸出用とすることが出来る。 

なお、設計金額１億円以上で県庁審査を受ける場合は３部作成のこと 
2) 設計図書（⑦、⑧、⑫）      １部 
3) 参考資料（⑨～⑪）        １部 

9



（
①
設
計
書
表
紙
）

 

 
所
 
 
 
 
長

工
事
調
整
課
 

企
画
調
査
課
長

担
 
当
 
課
 
長

係
 
 
 
 
 
 
長

審
 
 
査
 
 
者

設
 
 
計
 
 
者

 
 

 
 

 
 

 

 平
成
 

 
年

度
 

 
 

第
 

 
 

 
 

号
 

 

○
 

 
○

 
 

○
 

 
○

 
 

○
 

 
○

 
 

○
 

 
○

 
 

○
 

 
○

 
 

○
 

 
○

 
 

工
 

 
事

 

 

実
施

 
設

計
書

 

 
青

森
県
 

○
○
市
 

○
○
地

内
 

     
青
 
 
森
 
 
県
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（
②
工
事
総
括
表
）

 

  

工
 

事
 

総
 

括
 

表
 

 施
工
延
長
Ｌ
＝
○
○
．
○
 
ｍ
 

ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
ﾌ
ﾞ
ﾛ
ｯ
ｸ
積
 

 

 
3
0
0
×
3
6
0
×
3
5
0
,
3
7
.
8
k
g
/
個
 

1
4
7
.
9

m
2
 

ﾌ
ﾟ
ﾚ
ｷ
ｬ
ｽ
ﾄ
U
型
側
溝
 

 

 
落
蓋
式
,
車
道
用
,
3
0
0
×
3
0
0
 

1
1
0
.
0

m
 

下
層
路
盤
 

 

 
R
C
-
4
0
,
t
=
2
0
c
m
 

3
5
0
.
0

m
2
 

上
層
路
盤
 

 

 
M
-
4
0
,
t
=
1
5
c
m
 

3
5
0
.
0

m
2
 

基
層
 

 

 
②
再
生
密
粒
度

A
s
(
1
3
)
,
t
=
4
c
m
 

3
5
0
.
0

m
2
 

表
層
 

 

 
⑤
再
生
密
粒
度

A
s
(
1
3
F
)
,
t
=
3
c
m
 

3
5
0
.
0

m
2
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 工
事
概
要
 

 
 

 

 
設
計
額
 

 
 
 
 
 
 
 
 
○
○
,
○
○
○
,
○
○
○
 
円
（
内
消
費
税
 
 
 
 
 
 
 
○
○
○
,
○
○
○
 
円
）
 

変
更
に
よ
る
 

 
増
減
額
 

 

 
請
負
額
 

 

変
更
に
よ
る
 

 
増
減
額
 

 

  

 計
算
式
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（
③
工
事
費
内
訳
表
）

 

本
工

事
費

内
訳

表
 

費
目
 
工
種
 
種
別
 
細
別
・
規
格
 

数
 
 
量
 

単
 
位
 

単
 
 
 
価
 

金
 
 
 
額
 

摘
 
 
 
要
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

舗
装

 

 
 
 
 
 
 
1
 

式
 

 
 

 

  

 
 

 
 

 
舗

装
工
 

1
 

式
 

 
 

 

  

 
 

 
 

 
 

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
舗
装
工
 

1
 

式
 

 
 

 

  

 
 

 
 

 
 

 
下
層
路
盤
 

 
 
 
 
R
C
-
4
0
 
t
=
3
5
c
m
 

1
,
3
0
0
 

㎡
 

 
 

 

  

 
 

 
 

 
 

 
 
路
盤
工
（
車
道
）
 

 
 
 
下
層
路
盤
、
R
C
-
4
0
、
t
=
3
5
0
m
m
 

1
,
2
6
0
 

㎡
 

 
 

 

W
B
○
○
○
○
○
 

施
工
第
○
○
○
号
 

 
 

 
 

 
縁

石
工
 

 
 
 
 
 
 
1
 

式
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

縁
石
工
 
 
 

1
 

式
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
歩
車
道
境
界
ブ
ロ
ッ
ク
 

 
 
 
両
面

R
付
、
C
種
 

6
7
7
.
0
 

ｍ
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
歩
車
道
境
界
ブ
ロ
ッ
ク
据
付
 

 
 
 
 
両
面

R
付
、
C
種
、
一
般
部
 
1
8
0
/
2
1
0
×
3
0
0
×
6
0
0
 

6
4
9
.
8
 

ｍ
 

 
 

 

V
○
○
○
○
 

施
工
 
第
○
－
○
○
号
 

 
 

 
 

 
 

 
 
歩
車
道
境
界
ブ
ロ
ッ
ク
据
付
 

 
 
 
 
片
面

R
付
、
C
種
、
乗
入
部
 
1
9
8
/
2
1
0
×
1
3
0
×
6
0
0
 

1
9
.
8
 

ｍ
 

 
 

 

V
○
○
○
○
 

施
工
 
第
○
－
○
○
号
 

 
 

 
 

 
 

 
 
歩
車
道
境
界
ブ
ロ
ッ
ク
据
付
 

 
 
 
 
片
面

R
付
、
C
種
、
切
下
部
 
1
8
0
/
2
1
0
×
3
0
0
～
1
3
0
×
6
0
0
 

7
.
2
 

ｍ
 

 
 

 

V
○
○
○
○
 

施
工
 
第
○
－
○
○
号
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（
④
間
接
費
内
訳
書
）

 

間
接

費
内

訳
 

（
共

通
仮

設
費

－
率

分
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
区

分
：

 

主
た
る
工

種
（

○
○

）
：

○
○

○
○

工
事

 

○
○
－
○

○
○
－
○

○
○
○

 
   

 
 

単
独
（
追
加
）
工
事
 

 ○
,
○
○
○
,
○
○
○
 
 
 
 
 
 
（
準
備
費
の
内
処
分
費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 直
接
工
事
費
 

 
 
 

○
,
○
○
○
,
○
○
○

 
 

仮
設
費
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事
業
損
失
 

対
 
象

 
工

 
事
 
費

 

    

（
全

処
分
費

等
）

 
 単

独
工
事
（
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
）
 

 (
＋
)
支
給
品
 

 

 (
＋
)
無
償
貸
付
機
械
等
評
価
額
 

 

 (
－
)
非
対
象
額
計
 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
間
接
費
区
分
１
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
橋

梁
、

Ｐ
Ｃ

桁
、
門
扉

、
ポ

ン
プ

等
購
入
費

）
 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
，
７
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
工

場
原

価
）

 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
一

般
管

理
費

等
の
み
対

象
額

）
 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
間

接
費

非
対

象
額
）
 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｔ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
処

分
費

等
の

内
共
通
仮

設
費

対
象

額
の
 
３

％
を

超
え

た
額
）

 
単

独
（
追
加
）
工
事
 
 
 
 
 
 
 
 
 
率
計
上
額
 

 
 

共通
仮

設費
対

象額
 

 ○
,
○
○
○
,
○
○
○
 

 
 

 

処
分

費
等
を

除
く
対
象

額
 

 ○
,
○
○
○
,
○
○
○
 

 
 

率
お

よ
び
率

額
 

率
(
補
正
前
)
 

 

施
工

地
域
補

正
 

 

率
(
補
正
後
)
 

 ○
○

．
○
○
％
 

  
○

．
○
○
％
 
 
 

 
除
雪
工
事
補
正
係
数
 

 
１
．
０
０
 

 ○
○

．
○
○
％
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○
,○

○
○
,
○
○
○

 

 
 

 

共
通

仮
設
費

(
率

)
 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○
,
○
○
○
,
○
○
○
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（
⑤
単
価
表
）

 

 
施
工
 
第
 
○
－
○
○
○
号
 

W
B
○
○
○
○
○
○
 

 
 
 

○
○
－
○
○
○
－
○
○
○
○
 

バ
ッ
ク
ホ
ウ
運
転
（
機
－
１
８
）
 

ク
ロ
ー
ラ
型
山
積

0
.
8
m
3
(
平
積

0
.
6
m
3
)
 

無
・
低
騒
音
,
排
出
ガ
ス
対
策
型
 

  
 
１
 
 
 
日
当
り
 

名
称
・
規
格
 

数
量
 

単
位
 

単
価
 

金
額
 

摘
要
 

 
 

 
 

 
0
1
 

 
 
運
転
手
（
特
殊
）
 

１
．
０
０
 

人
 

１
９
，
６
０
０

 
１
９
，
６
０
０

R
0
0
0
0
1
4
0
 

 
 

 
 

0
2
 

 
 
経
由
 

 
 
 
ﾐ
ﾆ
ﾛ
ｰ
ﾘ
ｰ
渡
 

１
０
１
．
０
０
 

Ｌ
 

８
７
.

５
０
 

８
，
８
３
７

Z
6
6
0
0
0
0
5
 

 
 

 
 

0
3
 

 
 
バ
ッ
ク
ホ
ウ
 

 
 
 
ク
ロ
ー
ラ
型
・
排
出
ガ
ス
対
策
型
 

 
 
 
山
積
０
．
８
ｍ
3
(
平
積
０
．
６
ｍ
3
)
 

１
．
３
３
 

供
用
日
 

１
８
，
１
０
０

 
２
４
，
０
７
３

M
0
2
0
2
2
3
0
6
0
 

 
 

 
 

0
4
 

 
 
諸
雑
費
（
丸
め
）
 

 
 

 
 

０

♯
4
A
 

 
 

 
 

   

合
計
 

１
 

日
 

 
 

５
２
，
５
１
０

 

 Ａ
＝
５
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｂ
＝
１
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ
＝
１
 

 
 
ク
ロ
ー
ラ
型
山
積

0
.
8
m
3
（
平
積
み

0
.
6
m
3
）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
無
・
低
騒
音
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
排
出
ガ
ス
対
策
型
 

Ｄ
＝
３
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｅ
＝
１
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｆ
＝
１
０
１
 

 
 
岩
石
割
増
 
無
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
運
転
労
務
数
量
（
人
／
日
）
<
指
定
事
項
>
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
燃
料
消
費
量
（
Ｌ
／
日
）
<
指
定
事
項
>
 

Ｇ
＝
１
．
３
３
 

 
 
機
械
損
料
数
量
（
供
用
日
）
<
指
定
事
項
>
 

単
価

表
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（
⑥
諸
経
費
一
覧
表
）

 

○
○
－
○
○
○
－
○
○
○
○
 

 

諸
経

費
一

覧
表

 

 
 

  
 
本
工
事
費
 

 
 

 

 
 

 
 

工
事
原
価
 

 
 
 
 
 
 
 
 
－
 

 
 

 

 
 

 
 

処
分
費
（
直
接
工
事
費
内
）
 

○
○
,
○
○
○
円
 

 
 

 

 
 

 
 

支
給
品
費
 

 
 
 
 
 
 
 
 
－
 

 
 

 

 
 

 
 

直
接
工
事
費
 

○
,
○
○
○
,
○
○
○
円
 

 
 

 

 
 

 
 

事
業
損
失
防
止
施
設
費
 

 
 
 
 
 
 
 
 
－
 

 
 

 

 
 

 
 

運
搬
費
 

 
 
 
 
 
 
 
 
－
 

 
 

 

 
 

 
 

準
備
費
 

 
 
 
 
 
 
 
 
－
 

 
 

 

 
 

 
 

安
全
費
 

○
○
○
,
○
○
○
円
 

 
 

 

 
 

 
 

役
務
費
 

 
 
 
 
 
 
 
 
－
 

 
 

 

 
 

 
 

技
術
管
理
費
 

 
 
 
 
 
 
 
 
－
 

 
 

 

 
 

 
 

営
繕
費
 

 
 
 
 
 
 
 
 
－
 

 
 

 

 
 

 
 

共
通
仮
設
費
（
率
分
）
 

○
,
○
○
○
,
○
○
○
円
 

 
 

 

 
 

 
 

イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
経
費
 

 
 
 
 
 
 
 
 
－
 

 
 

 

 
 

 
 

共
通
仮
設
費
計
 

○
,
○
○
○
,
○
○
○
円
 

 
 

 

 
 

 
 

純
工
事
費
 

○
,
○
○
○
,
○
○
○
円
 

 
 

 

 
 

 
 

現
場
管
理
費
 

○
,
○
○
○
,
○
○
○
円
 

 
 

 

 
 

 
 

工
事
原
価
 

○
○
,
○
○
○
,
○
○
○
円
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（
⑧
工
事
数
量
総
括
表
）

 

 

工
 

事
 

数
 

量
 

総
 

括
 

表
 

○
○
－
○
○
○
－
○
○
○
○
 

工
 
 
 
 
種
 

数
 
 
量
 

単
 
位

摘
 
 
 
 
 
要
 

  

 
   《
本
工
事
費
》
 
 
施
工
延
長
Ｌ
＝
 
○
○
○
．
○
 
ｍ
 

  

 

 

  

 
道
路
改
良
 

  
 
 
 
 
 
１
 

 

式
 

 

  

 
 
道
路
土
工
 

  
 
 
 
 
 
１
 

 

式
 

 

  

 
 
 
掘
削
工
 

  
 
 
 
 
 
１
 

 

式
 

 

  

 
 
 
 
掘
削
（
土
砂
）
 

 

○
,
○
○
○
 

 

m
3
 

 

  

 
 
 
路
体
盛
土
工
 

  
 
 
 
 
 
１
 

 

式
 

 

  

 
 
 
 
路
体
（
流
用
土
）
 

 

○
○
○
 

 

m
3
 

 

  

 
 
 
路
床
盛
土
工
 

  
 
 
 
 
 
１
 

 

式
 

 

  

 
 
 
 
路
床
（
流
用
土
）
 

 

○
○
 

 

m
3
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（
⑨
参
考
資
料
表
紙
）

 

 

 平
成

○
○

年
度

 
工

事
番

号
 
○

○
第

○
○

○
○

号
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○

○
○

○
○

道
路

改
良

工
事

 
 

参
 

考
 

資
 

料
 

  

青
森

県
 
○

○
市

 
○

○
大

字
 

○
○

 
○

○
地

内
 

  

注
）

工
事

価
格

の
円

滑
な

見
積

り
に

資
す

る
資

料
で

あ
り

、
工

事
請

負
契

約
を

拘
束

す
る

も
の

で
は

な
い
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（
⑩
積
算
情
報
）

 

○
○
－
○
○
○
－
○
○
○
○
 

 

積
 

算
 

情
 

報
 

 
 

 単
 
 
価
 
 
地
 
 
区
 

○
○
市
（
旧
○
○
町
）
 

 

適
用
世
代
の
既
定
値
 

 

 
 

 諸
 
経
 
費
 
工
 
種
 
区
 
分
 

道
路
改
良
工
事
 

 適
用

世
代
 

平
成
○
年
○
月
○
日
 

 

 
 

 調
 
 
整
 
 
区
 
 
分
 

単
独
 

 単
価

適
用

年
月

日
 

 
平
成
○
年
○
月
○
日
 

 

 
 

 施
工
地
域
・
工
事
場
所
区
分
 

地
方
部
、
交
通
等
の
影
響
あ
り
 

 歩
掛

適
用

年
月

日
 

 
平
成
○
年
○
月
○
日
 

 

 
 

 除
雪
工
事
補
正
係
数
 

1
.
0
0
 

 損
料

適
用

年
月

日
 

 
平
成
○
年
○
月
○
日
 

 

 
 

 施
工
時
期
等
補
正
率
 

0
.
0
0
％
 

 諸
経

費
適

用
年

月
日

 
平
成
○
年
○
月
○
日
 

 

 
 

  
現
場
管
理
費
 
冬
季
率
（
補
正
率
）
 

0
％
（
0
.
0
0
％
）
 

 

適
用
世
代
の
行
個
別
指
定
 

 
な
し
 

 
  
緊
急
工
事
補
正
率
 

0
.
0
0
％
 

 
 一
般
管
理
費
 
前
払
補
正
係
数
 

1
.
0
0
 
３
５
％
を
超
え
 
４
０
％
以
下
 

 
 契
約
保
証
区
分
 

発
注
者
が
金
銭
的
保
証
を
必
要
と
す
る
場
合
 

 
 一
時
中
止
日
数
 

 
0
日
 

 
 海
上
輸
送
補
正
値
 

0
.
0
0
％
 

 
 機
械
損
料
区
分
（
豪
雪
割
増
）
 

一
般
 

 
 

冬
期
歩
掛
補
正
率
 

0
％
 

 

労 務 単 価
 

  
夜
間
補
正
・
時
間
補
正
 

な
し
 

 

 
 

 船
舶
供
用
係
数
 

な
し
 

 所
 
 
 
 
属
 

○
○
○
県
土
整
備
事
務
所
 

 

18



出来形総括表の記載について 

 

出来形総括表には、工事数量総括表（設計図書）、出来形管理内訳表（施工計画書中

の出来形管理測定項目内容を充実させ、工事内容と測定項目を合体した出来形管理内訳

表の作成）、数量集計表（参考資料）を基に次の点に留意し記載すること。 

１．一行目には、施工延長等（施工延長、施工数量、施工面積、施工橋長、施工堤

長）を記載すること。ただし、縦断勾配等により、管理のため水平距離と斜距離の

延長を必要とする場合は、その詳細として、別途内訳表を添付すること。内訳表は

各Ｎｏ．間毎とし集計をする。 

２．各工種（レベル２）において、工種（レベル２）、種別（レベル３）、細別（レベ

ル４）を施工管理基準が定められているもの（出来形管理内訳表より）まで、可能

な限り一行で記載すること。  

３．各工種（レベル２）において、工種（レベル２）、種別（レベル３）、細別（レベ

ル４）のいずれも施工管理基準が定められていない（出来形管理内訳表より）場合

は、工種（レベル２）のみを１式で記載すること。ただし、構造物撤去工等で処分

費がある場合は、ｔ数を記載する。また、共通仮設中に処分費がある場合もｔ数を

記載する。（木根等処分費）  

４．土工については、工種（レベル２）のみを１式と記載すること。 

５．種別（レベル３）、細別（レベル４）に施工管理基準が定められていないもの

（出来形管理内訳表より）は記載しない。（例：作業土工、測量設計費等） 

６．甲乙協議の上基準を定めたものは、施工管理基準が定められているものと同様と

する。 

７．規格（レベル５）は、記載しない。 

８．設計値欄には、１式以外は数量集計表の設計数量（レベル４相当）を記載し、延

長管理のあるものは、数量集計表及び図面等より総延長（レベル４相当）を記載す

ること。ただし、法面工等で延長管理の困難なものは面積等を記載する。 

９．１式及び１基、１本、１枚等個数の場合は、整数止めとする。それ以外は、小数

第３位を四捨五入し小数第２位表示とする。 
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【記載例】（その１） 
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【記載例】（その２） 
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１ 新土木工事積算大系 
 (1) 新土木工事積算大系とは 
   これまでの設計書の作成方法は個々人による差異があったが、これに対して誰が作

成してもその設計書構成や記載内容が同一のものとなり、客観性、透明性が確保され

る必要がある。このため国土交通省においては、 
・積算の内容を発注者、受注者にとってわかりやすいものにする。 

   ・誰が積算しても標準化された同じような積算となるものにする。 
   ・契約に関する図書類（数量総括表、仕様書等）を一貫した統一のとれたものにす    

る。 
   ・工事目的物が明確に理解できるものにする。 

を目的とした「新土木工事積算大系」の整備を進めている。 
 (2) 工事工種体系の定義 
   「新土木工事積算大系」により設計図書を作成するにあたっては、工事工種体系に

基づく積算作業を行うことが必要となる。工事工種体系とは、契約内容の明確化を図

ることを目的に、工事数量総括表および設計書における工事内容の表示方法を工種の

分類毎に標準的に規定するとともに、工事の具体的項目を７つの体系階層でツリー状

に整理しているものである。この体系階層のことを「レベル」と呼んでおり、その定

義は以下の表に示すとおりである。 
表 体系階層（レベル）の定義 

レベル 名 称 内   容 補 足 説 明 備 考 

レベル 0 事業区分 

予算制度上および事業執行

上の区分を中心とした区分 

本工事費工事数量総括表には

表示されない。発注時の支出予算

科目を示す。 

河川改修 

道路新築・改築 

レベル 1 工事区分 

工事発注ロット及び発注者

を考慮してレベル 0 を分割した

もの 

通常 1 件の工事として発注され

る区分。 

築堤・護岸 

道路改良 

レベル 2 工種 

レベル 1 を構成する要素のう

ちで、一定の構造を持つ部位

を施工するための一連作業の

総称 

複数工事区分で共通的に行わ

れる工種については、主体となる

工事区分で体系化している。 

法面工 

地盤改良工 

擁壁工 

レベル 3 種別 

体系全体の見通しをよくする

ため、レベル 2 とレベル 4 をつ

なぐレベル区分 

工種によっては、表示しない場

合もある。また、可能な限り、施工

順序に従った構成とする。 

作業土工 

場所打擁壁工 

レベル 4 細別 

工事を構成する基本的な単

位目的物もしくは単位仮設物

であって、単位とともに契約数

量を表示するレベル 

検収対象となる単位目的物と検

収対象とならない単位仮設物があ

る。積算・見積り時にはこのレベル

項目が価格算出の基本となる。 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

鉄筋 

レベル 5 規格 

レベル４を構成する材料等

の客観的な材質・規格ならび

に契約上明示する条件等 

レベル４に付随して表示するレ

ベルで、総括表では原則としてレ

ベル４と同行に記述されるレベル。 

24-8-25-N（ｺﾝｸﾘ

ｰﾄの規格） 

レベル 6 積算要素 

レベル４の価格算定上の構

成要素であって、基本的には

契約上明示しないもの 

検収区分の内訳を構成する要素

で、レベル４が検収対象となる単位

目的物である場合は、レベル４と同

様に検収対象となる。 

費用構成としての積算項目と、

積算上の最小構成単位としての歩

掛項目から構成されている。 

【積算項目】 

自工区 外へ の 運

搬費 

【歩掛項目】 

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ運搬 
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 (3) 工事工種体系の階層 
   工事工種体系の階層例を以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レベル 1 
工事区分 

レベル２ 
工  種 

レベル３ 
種  別 

レベル４ 
細  別 

レベル５ 
規  格 

積算用 
単 位 

工事数量総

括表用単位 摘  要 

道路改良 道路土工 掘削工 掘削（土砂） 【 － 】 ㎥ 式 or ㎥ 

掘削（軟岩） 

掘削（硬岩） 

【 － 】 

【 － 】 

㎥ 

㎥ 

式 or ㎥ 

式 or ㎥ 

路体盛土工 路体（流用土） 【 － 】 ㎥ 式 or ㎥ 

路体（発生土） 【 － 】 ㎥ 式 or ㎥ 

路体（採取土） 【 － 】 ㎥ 式 or ㎥ 

路体（購入土） 【 － 】 ㎥ 式 or ㎥ 
路床盛土工 路床（流用土） 【 － 】 ㎥ 式 or ㎥ 

路床（発生土） 【 － 】 ㎥ 式 or ㎥ 

路床（採取土） 【 － 】 ㎥ 式 or ㎥ 

路床（購入土） 【 － 】 ㎥ 式 or ㎥ 

法面整形工 法面整形（切土部） 【 土質 】 ㎡ ㎡ 

【 － 】 ㎡ ㎡ 法面整形（盛土部） 

残土処理工 （残土処理） 【 － 】 ㎥ 式 or ㎥ 

法面工 植生工 種子散布 【 － 】 ㎡ ㎡ 

客土吹付 

植生基材吹付 

【吹付厚】 

【吹付厚】 

㎡ 

㎡ 

㎡ 

㎡ 

植生シート 【肥料袋の有無】 ㎡ ㎡ 

植生マット 【肥料袋の有無】 ㎡ ㎡ 

植生筋 【   】 ㎡ ㎡ 

張芝 【芝種類】 ㎡ ㎡ 

筋芝 【   】 ㎡ ㎡ 

市松芝 【芝種類、施肥有無】 ㎡ ㎡ 

人工張芝 【人工張芝規格】 ㎡ ㎡ 

植生穴 【削孔数】 ㎡ ㎡ 

任意の場合は、レベル 3
の全体数量を㎥単位で表

示する 

任意の場合は、レベル 3
の全体数量を㎥単位で表

示する 

階層例（道路改良工事） 
〔レベル０ 事業区分：道路新設・改築〕 

擁壁工 作業土工 （床堀り） 

（埋戻し） 

【 － 】 

【 － 】 

㎥ 

㎥ 

式 or ㎥ 
式 or ㎥ 

レベル４は表示せず、レベ

ル３の単位は式表示 
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２ 数量算出方法 
(1) 土木工事数量算出要領（案）の運用について 

「土木工事数量算出要領（案）」（国土交通省制定 以下「算出要領（案）」という。）

は、国土交通省所管における土木工事において、契約及び積算上必要な数量を設計デ

ータから合理的に算出するために算出項目、算出項目単位、算出方法等を標準的に定

めたものである（算出要領（案）は、国土交通省 国土技術政策総合研究所のホームペ

ージよりダウンロード可能）。 
青森県県土整備部においては、積算業務の合理化の観点から、算出要領（案）をも

とに数量の算出を行うことを標準とする。 
 

(2) 目的について 
1) 積算業務の合理化 

    積算に必要な数量として、①工事目的物の数量、②工事目的物の各構成工種の数

量、③歩掛算出に必要な数量等がある。積算基準では、各構成工種の施工単価を現

場条件に従って積算することが必要であり、各数量は、この積算条件に対応した形

で算出し、整理しておく必要がある。 
    これらのことが考慮されている算出要領（案）を用いて算出することにより、合

理的な積算業務の執行に資することを目的とする。 
2) 契約内容の明確化 

    設計者、発注者、受注者の立場の異なる３者が、同一の数量算出要領を利用する

ことにより、契約及び積算上の工事目的物ごとの数量算出項目、算出方法等につい

て共通認識を持つことができ、契約内容の明確化を図り、円滑な事業執行を可能と

することを目的とする。 
 

(3) 取扱いについて 
設計業務委託を行う場合には、共通仕様書第 1211 条に基づき、算出要領（案）によ

り数量取りまとめを行うこととする。 
 

(4) 土工 
  工事工種体系においては、検収対象とならない土工（任意）と検収対象となる土工

（出来形を伴う、指定）を明確に区分しており、前者を作業土工として位置付けてお

り、床掘りと埋戻しにより構成されている。また、後者については、河川土工、道路

土工等各工事区分に応じた土工として位置付けており、主に掘削工、盛土工等により

構成されている。それぞれの定義は次のとおりとなる。 
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   掘削・・・現地盤線から施工基面までの土砂等を掘り下げる箇所で「埋戻し」を伴

わない箇所。 
   盛土・・・現地盤線又は計画埋戻し線より上に土砂を盛り立てる箇所。 
   床掘り・・構造物の築造又は撤去を目的に、現地盤線又は施工基面から土砂等を掘

り下げる箇所であり「埋戻し」を伴う箇所。なお、構造物のうち現地盤

線又は施工基面から土砂を掘り下げる部分は、床掘りとして取り扱うも

のとする。 
   埋戻し・・構造物の築造又は撤去後、現地盤線又は計画埋戻し線まで埋戻す箇所。 

なお、作業土工は設置・築造する構造物毎に算出するものとする。 
   青森県における作業土工と土工の考え方の例を以下に示す。 
（例） 
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 
 
 

施工基面 

（計画路床面） 

現地盤線

Ａ 
B’

B 

（掘削、床掘り） 

施工基面 

（計画路床面）

ｄ

ｄ 

（埋戻し）

施工基面 

（計画路床面） 

Ａ 

現地盤線 

舗装計画面 

B’

（掘削、床掘り） 

施工基面 

（計画路床面）

舗装計画面

ｄ 

（埋戻し） 

土
工 

作
業
土
工 
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B 

（掘削、床掘り） 

現地盤線 

ｄ

施工基面 

ｄ 

（盛土、埋戻し） 
現地盤線 

計画埋戻線 
（原則として、床掘り

線と現地盤線の交

点から水平に伸ば

した線とする） 

A
施工基面 

B’ 

（掘削、床掘り） 

B 

現地盤線 

計画埋戻し線 

ｄ 

ｄ

（盛土、埋戻し） 

現地盤線 C 

計画埋戻し線 
（原則として、床掘り線と

現地盤線の交点から水

平に伸ばした線とする） 

 

ｃ 

施工基面 施工基面 
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   ：掘削 
   ：床掘り 
   ：床掘り(掘削扱い) 

※ 施工基面の上であり、作業としては掘削と同等の内容となるが、作業土工

として取扱う。 
   ：盛土 
   ：埋戻し 

  
    

Ａ 

B 

B’ 

C 

ｄ 
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３ 数値基準 
 (1) 数量計算の単位及び数位 
   数量計算に用いる単位及び数位は表－１～３によるものとし、数位以下の数値は、

有効数位１位（有効数位２位を四捨五入）を数値とするものとする。なお、本表に掲

載されていないものについては、本表に準ずるものとする。 
表－１ 数量計算の単位及び数位一覧表 

計算書名 種  別 単位 数   位 摘   要 

土工量 

 

距離 

高 

幅 

断面積 

平均断面積 

土量 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

㎡ 

㎥ 

少数位以下１位止 

  〃  １ 〃 

  〃  １ 〃 

  〃  １ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

２位四捨五入 

２  〃 

２  〃 

２  〃 

３  〃 

２  〃 

法面積 距離 

法長 

平均法長 

面積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

少数位以下１位止 

  〃  １ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

２位四捨五入 

２  〃 

３  〃 

２  〃 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ 

(石)積(張)面積 

距離 

法長 

平均法長 

面積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

少数位以下１位止 

  〃  １ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

２位四捨五入 

２  〃 

３  〃 

２  〃 

コンクリート・ 

アスファルト 

体積 

幅 

高 

長 

体積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎥ 

少数位以下２位止 

  〃  ２ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

３位四捨五入 

３  〃 

３  〃 

２  〃 

型枠面積 幅 

高 

長 

面積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

少数位以下２位止 

  〃  ２ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

３位四捨五入 

３  〃 

３  〃 

２  〃 

鉄筋質量 φ 径 

単位質量 

 

質量 

mm 

kg/m 

 

kg 

整数 

少数位以下３ 

  有効数字３桁 

整数位止 

 

１本当り質量は少数２位

止四捨五入 

１位四捨五入 

足場・支保 幅 

高 

距離 

面積 

体積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

掛㎡ 

空㎥ 

少数位以下１位止 

  〃  １ 〃 

  〃  １ 〃 

整  数  位  止 

    〃 

２位四捨五入 

２  〃 

２  〃 

１位四捨五入 

１  〃 

粗朶沈床等面積 幅 

長 

面積 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

小数位以下１位止 

  〃  １ 〃 

  〃  １ 〃 

２位四捨五入 

２  〃 

２  〃 

舗装面積 幅 

距離 

面積 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

小数位以下２位止 

  〃  １ 〃 

  〃  １ 〃 

３位四捨五入 

２  〃 

２  〃 

区画線 長 

延長 

ｍ 

ｍ 

小数位以下２位止 

  〃  １ 〃 

３位四捨五入 

２  〃 

トンネル断面積 幅 

高 

長 

断面積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

少数位以下２位止 

  〃  ２ 〃 

  〃  ２ 〃 

  〃  １ 〃 

３位四捨五入 

３  〃 

３  〃 

２  〃 
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計算書名 種  別 単位 数   位 摘   要 

鋼材質量 

 

幅 

高 

長 

 

 

質量 

ｍ 

ｍ 

 

 

 

kg 

少数位以下３位止 

  〃  ３ 〃 

  〃  ３ 〃 

 

 

整数位止 

４位四捨五入 

４  〃 

４  〃 

但し鉄筋は cm 止め（四

捨五入）とする 

１位四捨五入 

ボルト質量 単位質量 

本数 

質量 

g/本 

本 

kg 

整数位止 

整数 

整数位止 

１位四捨五入 

 

１位四捨五入 

塗装面積 幅 

高 

長 

面積 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

㎡ 

少数位以下３位止 

  〃  ３ 〃 

  〃  ３ 〃 

  〃  １ 〃 

４位四捨五入 

４  〃 

４  〃 

２  〃 

 
表－２ 鋼板の質量 

計算順序 計算方法 結果のけた数 

基本質量 kg/mm/㎡ 

 

単位質量 kg/㎡ 

 

面積㎡ 

 

1 枚の質量 kg 

7.85(厚さ/mm、面積/㎡の質量) 

 

基本質量（kg/mm/㎡）×板の厚さ(mm)

 

幅(ｍ)×長さ(ｍ) 

 

単位質量(kg)×面積(㎡) 

 

 

有効数字４けたの数値に丸める。 

 

有効数字４けたの数値に丸める。 

 

有効数字３けたの数値に丸める。 

ただし、100～999kg は少数第 1位

1,000kg をこえるものは kg の整数値に

丸める。 

 
表－３ 平鋼の質量 

計算順序 計算方法 結果のけた数 

基本質量 kg/c ㎡/ｍ 

 

単位質量 kg/ｍ 

 

面積 c㎡ 

 

1 枚の質量 

0.785(断面積 1c ㎡長さ１ｍの質量) 

 

基本質量（kg/c ㎡/ｍ）×断面積 

 

幅(mm)×厚さ(mm)×１／１００ 

 

単位質量(kg/ｍ)×長さ(ｍ) 

 

 

有効数字３けたの数値に丸める。 

 

有効数字４けたの数値に丸める。 

 

有効数字３けたの数値に丸める。 

ただし、100～999kg は少数第 1位

1,000kg をこえるものは kg の整数値に

丸める。 

 
 (2) 設計表示単位及び数位 

数量計算により求めた数量を設計書に計上する場合の設計表示単位及び数位（数値

基準）については、検収区分（レベル４）毎に数量算出要領（案）の別表－１若しく

は「土木工事標準積算基準書（共通編）」に掲載されている数値基準の表に定める数位

に四捨五入して求めるものとする。但し、設計数量が設計表示数位に満たない場合等

は、有効数位第１位まで求めるものとする。また、設計表示単位及び数位の適用は各
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細別毎を原則とする。 
 
４ 特記仕様書 

特記仕様書には、発注する工事のみに適用される特有な事項を定めるものとし、次の

事項を明示するものとする。 
 (1) 施工条件の明示事項 

施工条件としては、次の事項を明示するものとする。 
  ① 工程関係 
   (a) 工事日数又は工期 
   (b) 影響を受ける他の工事及び制約の有無 
   (c) 施工時期・時間、施工方法制約の有無 
   (d) 関連機関等との協議未成立に伴う制約の有無 
   (e) 関係機関等との協議結果、工程に影響を受ける特定条件の有無 
   (f) 地下埋設物・埋蔵文化財の事前調査・移設による制約の有無 
  ② 用地関係 
   (a) 工事用地等の未処理部分の有無 
   (b) 工事用地等の使用終了後における復旧条件の有無 
   (c) 工事用仮設道路・資機材置き場用借地の有無 
   (d) 仮設ヤード指定の有無 
  ③ 公害関係 
   (a) 公害防止に伴う制限の有無 
   (b) 水替・流入防止施設の必要性の有無 
   (c) 濁水・湧水処理への特別な対策必要性の有無 
   (d) 事業損失等、第三者に被害を及ぼすことへの懸念の有無 
  ④ 安全対策関係 
   (a) 交通安全施設等の指定の有無 
   (b) 近接施工の有無 
   (c) 防護施設必要性の有無 
   (d) 保安設備、保安要員配置の指定の有無 
   (e) 発破作業等制限の有無 
   (f) 有毒ガス及び酸素欠乏等対策の指定の有無 
  ⑤ 工事用道路関係 
   (a) 搬入路としての一般道路指定の有無 
   (b) 仮設道路設置の有無 
  ⑥ 仮設備関係 
   (a) 指定仮設の有無 
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   (b) 部分指定仮設の有無 
   (c) 他の工事への引渡しの有無 
   (d) 引継ぎ使用の有無 
   (e) 構造及び施工方法指定の有無 
   (f) 設計条件指定の有無 
  ⑦ 建設副産物関係 
   (a) 建設発生土の有無 
   (b) 建設副産物の現場内での減量化・再利用の有無 
   (c) 建設廃棄物の有無 
   (d) 建設副産物の有無 
   (e) 再生資材利用の有無 
   (f) 産業廃棄物税計上の有無 
   (g) 建設発生土利用の有無 
  ⑧ 工事支障物件等 
   (a) 占用物件等の工事支障物件の有無 
   (b) 占用物件工事との重複施工の有無 
  ⑨ 薬液注入関係 
   (a) 薬液注入工事の有無 
   (b) 周辺環境影響調査の有無 
  ⑩ その他 
   (a) 工事用資機材の保管及び仮置きの有無 
   (b) 工事現場発生品の有無 
   (c) 支給材料及び貸与品の有無 
   (d) 随意契約工事に伴う間接費等調整の有無 
   (e) 隣接工事に伴う間接費等調整可能性の有無 
   (f) 各種調査の有無 
   (g) 共通仕様書に定める以外の施工検査の有無 
   (h) 中間検査の有無 
   (i) 部分引渡しの有無 
   (j) 部分使用の有無 
   (k) 工事現場のイメージアップの有無 
   (l) 監督職員の検査を受けて使用すべき材料の有無 
   (m) 監督職員の立会いの上で調合すべき材料の有無 
   (n) 調合について監督職員の見本検査を受ける材料の有無 
   (o) 監督職員立会いの上、施工すべき工種の有無 
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 (2) 共通仕様書に記載されていない事項  
  (a) 工事数量総括表や図面に使用材料の品質規格等が明示されていない材料について

は、その規格、仕様、使用条件等 
  (b) フレックス工期制度の概要 
  (c) 工事現場のイメージアップ 
  (d) 排出ガス対策型建設機械 
 (3) その他の特記事項 
  (a) 低入札価格調査制度に基づく打ち合わせの実施 
  (b) 簡易型建設副産物実態調査に基づく調査票の提出 
  (c) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 12 条、第 18 条に基づく届出等 
  (d) 完成検査申請等の提出 
  (e) 伐木・抜根材の有効利用 
  (f) 手摺先行足場の設置 
  (g) 請負工事成績評定要領第 4 条 5 項に基づく申告 
  (h) 青森県認定ﾘｻｲｸﾙ製品及び「ﾚｯﾂ buy あおもり新商品事業」により認定された新商

品を使用した場合の留意事項 
  (i) 低入札価格調査マニュアルに基づく配置技術者の増員 
 (4) 提出書類 
  (a) 契約書に基づいて提出する書類 
  (b) 共通仕様書に基づいて提出する書類 

 
また、特記仕様書作成例を次に示す。 
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（作成例）

工事番号 第 号

青森県 市 大字 地内

平成　２０　年度

一般国道○○○号○○○○○道路改良工事

○○○

○○ ○○ ○○○

特記仕様書



第１条　適用範囲

第２条　施工条件明示

工期 平成 年 月 日 まで

工事日数 日間

この工事の工期は、春先の工事着手を想定して設定されている

この工事は、 年債務であり、契約年度内に出来高の確保が必要である。

日間

落札日より６０日以内

～

～

～

～

～

～

～ ～

～ ～

～ ～

～

～

～

～

～

３．工事用仮設道
路・資機材置き場
用借地の有無

復旧完了予定日

１．工事用地等の
未処理部分の有
無

復旧が必要な場所 復旧が必要な範囲 復旧条件２．工事用地等の
使用終了後におけ
る復旧条件の有無

未処理の箇所 影響を受ける範囲 影響を受ける工種 取得見込時期

管理者の名称 事前調査の時期 移設時期地下埋設物・埋蔵文化財名称６．地下埋設物・埋
蔵文化財の事前
調査・移設による
制約の有無

１．工事日数又は
工期

４．関連機関等と
の協議未成立に伴
う制約の有無

５．関係機関等と
の協議結果、工程
に影響を受ける特
定条件の有無

内容

関係機関名称 影響を受ける箇所 影響を受ける期間 影響を受ける内容

協議内容 成立見込時期 制約箇所

期間

工種時間帯

借地の場所 借地の面積 借地の期間

制約の要因 工種 時間帯

復旧方法使用条件

制約内容

他工事の名称 発注者等名 影響を受ける箇所

その他

時期 制約の内容

制約内容

２．影響を受ける
他の工事及び制
約の有無

３．施工時期・時
間、施工方法制約
の有無

関連機関名称

この工事は、「フレックス工期制
度」を適用する

全体工期

余裕期間

留意事項 着工日報告書により着工日を報告しなければならない

明示事項

　本工事は、青森県県土整備部制定「共通仕様書」に準拠するほか、本特記仕様書により施工するものとする。仕様書の記載内容の優先は、「土
木工事特記仕様書」「共通特記仕様書」「共通仕様書」の順とする。

　下表項目、事項のうち該当欄は、工事施工に当たって制約等を受けることとなるので明示する。なお、明示事項に変更が生じた場合及び明示され
ていない施工条件が発生した場合は、監督職員と協議し適切な処置を講ずるものとする。

１．工程関係

２．用地関係

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

－1－



～

～

～

～

～

～

その他制限される範囲 制限の内容 制限される期間・時間

報告書の有無

期間対象工種 処理内容 処理条件

設置期間及び時間帯

懸念事項・範囲 調査の内容 調査の実施時期

対象工種 場所 施工方法 施工期間等

その他公害の種別 対象工種 内容 作業時期１．公害防止に伴
う制限の有無

指定の場所 指定の面積 使用期間 使用条件 復旧方法

内容

設置期間 施設の内容等施設の種類 対象工種

協議状況 条件・制限等の内容施設の名称 管理者 範囲

危険要因 施設の種類・名称 施設の規格 設置期間

保安設備・保安要員 規格・規模配置場所対象工種

危険要因 対象工種 施設の規格・規模

明示事項

６．有毒ガス及び
酸素欠乏等対策
の指定の有無

５．発破作業等制
限の有無

３．防護施設必要
性の有無

１．交通安全施設
等の指定の有無

２．近接施工の有
無

３．濁水・湧水処理
への特別な対策必
要性の有無

４．事業損失等、
第三者に被害を及
ぼすことが懸念さ
れるか

２．水替・流入防止
施設の必要性の
有無

４．仮設ヤード指
定の有無

２．用地関係

４．保安設備、保
安要員配置の指
定の有無

３．公害関係

４．安全対策関
係

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

－2－



～ ～

～ ～

～ ～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

制限の内容

内容

搬入経路 使用期間 使用時間帯

使用中の管理の内容 使用後の補修の内容

１．搬入路としての
一般道路指定の
有無

設置場所 規格・構造 安全施設設置区間 安全施設の内容

維持補修の内容 工事終了後の処置

仮設物の名称・規格 引渡し工事名 引渡し時期

設置期間

条件等

引継ぎ時確認事項仮設物の名称 設置工事名 設置工事施工者

引継ぎ時期 条件等

施工方法

仮設物の名称 設計条件 その他

５．構造及び施工
方法指定の有無

仮設物の名称 仮設物の規模 使用材料

数量 設置期間

数量仮設物の名称・規格 条件等

２．部分指定仮設
の有無

仮設物の名称・規格 条件等

１．指定仮設の有
無

２．仮設道路設置
の有無

明示事項

５．工事用道路
関係

４．引継ぎ使用の
有無

６．仮設備関係

３．他の工事への
引渡しの有無

６．設計条件指定
の有無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

－3－



m3 km

m3 km

m3 km

ｔ km

ｔ km

ｔ km

ｔ km ～

ｔ km ～

ｔ km ～

ｔ km ～

ｔ km ～

有 ： 本工事では、青森県産業廃棄物税相当額を計上している

無 ： 本工事では、青森県産業廃棄物税相当額を計上していないが、必要に応じ設計変更で対応する

m3

m3

m3

～

～

～

再利用の方法 その他

発生土種別 発生量 自由・指定の別１．建設発生土の
有無

運搬距離 搬出先 処分・保管等の条件

種別 減量化の内容

その他

２．建設副産物の
現場内での減量
化・再利用の有無

種別 発生量 運搬距離 最終処分場名最終処分場所在地３．建設廃棄物の
有無

種別 発生量 運搬距離 再生処理施設所在地 再生処理施設名 受入時間４．建設副産物の
有無

再生資材の名称 使用箇所規格

搬入量

５．再生資材利用
の有無

その他工事名 発注機関名 発生場所

場所 協議の状況 移設時期支障物件名 管理者名

対応内容

条件等工事方法

占用物件名 管理者名 重複する工種 重複する期間２．占用物件工事
との重複施工の有
無

本工事で発生する建設廃棄物については、青森県産業廃棄物税が課税されつので適正に処理すること６．産業廃棄物税
計上の有無

１．占用物件等の
工事支障物件の
有無

内容

８．工事支障物
件等

明示事項

７．建設発生土利
用の有無

７．建設副産物
関係

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

－4－



～

～

～

２．工事現場発生
品の有無

２．周辺環境影響
調査の有無

削孔数量 削孔延長設計条件 工法区分 材料種類 施工範囲

注入量 注入圧 その他

１．薬液注入工事
の有無

調査項目 採取地点 採取回数 報告書の有無

保管・仮置き場所 期間種類 数量

積込・運搬方法

運搬距離

保管方法

品名 数量 引渡し場所 引渡し時期

工事番号 工事名 場所４．随意契約工事
に伴う間接費等調
整の有無

※本工事は、右記
工事と間接費等の
調整を行ってい
る。

工事番号 工事名 場所５．隣接工事に伴
う間接費等調整可
能性の有無

※右記工事と同一
業者が落札した場
合、間接費等を調
整し精算

品名 数量 返納場所引渡し場所

１．工事用資機材
の保管及び仮置き
の有無

構造・規格等３．支給材料及び
貸与品の有無

明示事項 内容

９．薬液注入関
係

１０．その他

使用目的・箇所 条件 引渡し時期 その他

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

支給材料

貸与品

－5－



～

～

～

材料名 工事段階 備考

１２．監督職員の
検査を受けて使用
すべき材料の有無

８．中間検査の有
無

９．部分引渡しの
有無

１１．工事現場のイ
メージアップの有
無

調査名称 内容 その他６．各種調査の有
無

※右記調査につい
ては共通仕様書に
基づき協力するこ
と

工種等 検査時期 その他

工種等 検査時期 その他

備考

指定部分 引渡し時期

使用箇所 使用期間 その他１０．部分使用の
有無

内容

仮設備

安全設備

営繕設備

材料名 工事段階 備考

材料名 工事段階

材料名 適用工種

備考

１6．青森県認定リ
サイクル製品使用
の有無

１４．調合について
監督職員の見本
検査を受ける材料
の有無

項目

明示事項

１３．監督職員の
立会いの上で調合
すべき材料の有無

１５．監督職員立
会いの上、施工す
べき工種の有無

工種名

７．共通仕様書に
定める以外の施工
検査の有無

内容

工事段階 備考

１０．その他

規格・寸法・材質

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有

有 無

無

－6－



第３条　使用材料の品質規格等

(1)　植生工材料

(参考）

(2)　河川環境に配慮したコンクリートブロック（景観、植生、水棲生物、魚類に配慮）

勾　　　配： 1 ：

設計流速： ｍ／ｓ

(3)　その他

第４条　フレックス工期制度

(1)

(2) 　フレックス工事により増加する経費は請負者の負担とする。

(3)

(4) 　フレックス工事により増加する経費は請負者の負担とする。

第５条　工事現場のイメージアップ

(1)

(2) 　イメージアップについては具体的な実施内容、実施期間について、施工計画書を作成して提出するものとする。

(3)

第６条　排出ガス対策型建設機械

　排出ガス対策型建設機械が使用できない場合には、使用できない理由を書面（承諾書）により提出し、監督員の承諾を受けることとする。

　落札者は、落札の日から60日以内の任意の日を着工日として設定することができる。ただし、工期末は12月末日を越えてはならない。

　工事現場のイメージアップは、地域とのコミュニケーションを図りつつ工事関係者の意識を高め、作業環境を高めるものであり、公共事業の円
滑な執行を目的とするものである。よって、請負者はこの趣旨を理解し、発注者と協力しつつ地域との連携を図り、適正に工事を実施するもの
とする。

　イメージアップの実施状況等の写真を完成書類に添付するものとする。

100m2 当り

　設計図書に記載された材料のうち、材料内訳及び規格・材質等について詳細な記載が無い材料について、以下に示す。

　種子吹付の材料内訳については下表を参考とし、現地状況や発芽率を考慮の上、事前に配合計算書を提出し、監督職員の承諾を得ること。

備考

ﾄｰﾙﾌｪｽｸ 0.78 kg

名称 規格・寸法・材質 数量 単位

ｵｰﾁｬｰﾄﾞｸﾞﾗｽ 0.22 kg

ｸﾘｰﾋﾟﾝｸﾞﾚｯﾄﾞﾌｪｽｸ 0.14 kg

めどはぎ 0.05 kg

よもぎ 0.03 kg

やまはぎ 0.02 kg

肥料　高度化成 NPK　15-15-15 18.00 kg

ファイバー類 24.00 kg

材料名 規格・寸法・材質

　本工事で使用する環境保全型ブロックは、以下の諸元を満足する材料を使用することとし、事前に監督職員の承諾を得ること。

　契約締結の日から着工日までの現場の管理は、発注者の責任において行うものとし、請負者は資材の搬入、仮設物の設置等を行ってはなら
ない。

適用工種 備　　　考

－7－



第７条　その他の特記事項

　本工事にかかるその他の特記事項は下表のとおりとする。

配置技術者の増員

　専任の主任（監理）技術者の配置が義務づけられている工事において、青森県低入札価格調
査制度運用マニュアルの重点対策基準価格を下回った価格をもって契約する場合においては、
落札者が開札日から過去２年以内に完成した県発注工事、あるいは開札時点で施工中の県発
注工事に関して、以下のいずれかの要件に該当する場合には、専任の主任（監理）技術者とは
別に、同等の要件を満たす技術者を、専任で１名現場に配置するものとする。
①７０点未満の工事成績評定（当初設計金額5000万円以上の工事に限る）を通知された者。
②施工中または施工後において工事請負契約書に基づいて修補又は損害賠償を請求された
者。
③品質管理、安全管理に関し、指名停止又は発注者若しくは監督職員から書面により警告若しく
は注意を受けた者。
④自らに起因して工期を大幅に遅延させた者。
　なお、増員配置技術者は、適正な施工と品質確保の徹底のため、施工中、主任（監理）技術者
を補助し、主任（監理）技術者と同様に施工計画の作成、工程管理、品質管理その他技術上の
管理、指導監督等の職務を行うものとする。

（請負代金が１５０万円以上の工事の場合に限る。）
請負者は、工事施工において自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、又は地域社
会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完了までに所定の様式（別表－
１、２）により提出できる。

「青森県リサイクル製品認定制度」に基
づく認定リサイクル製品及び「レッツbuy
あおもり新商品事業」により認定された
新商品の使用について

　本工事は「青森県リサイクル製品の認定及び使用の推進に関する条例」（青森県リサイクル製
品認定制度）第９条第１項の規程により制定された、「青森県認定リサイクル製品優先使用指針」
（下記ＵＲＬ参照）に基づき、工事が実施されるように努めるものとする。
認定リサイクル製品を使用する場合は、別表－３に必要事項を記入のうえ、公衆の見やすい場
所に掲示すること。
　本工事において、認定リサイクル製品若しくは認定された新商品を使用した場合は、工事完了
後別表－４に必要事項を記入のうえ提出するものとする。
（参考URL）
青森県リサイクル製品認定制度：

仮設足場

建設工事に係る資材の再資源化等に関
する法律第１２条について

本工事で使用する足場は、手摺先行型足場とする。
なお、これに寄り難い場合は、監督員と協議し変更できるものとする。

伐木・抜根材の有効利用

低入札調査契約

（法第９条の規定による「対象建設工事」の場合に限る。）
法第１８条第１項の規定による報告（書面の様式については監督職員の指示による）について
は、請負者は再資源化等が完了したときは、当該報告を監督職員に対して行うものとする。

完成検査実施予定の前月15日までに予定日を監督員に報告のこと

（法第９条の規定による「対象建設工事」の場合に限る。）
法第１２条第１項の規定による説明（書面の様式については監督職員の指示に
よる）については、落札者は契約前に当該報告を監督職員に対して行うものと
する。
落札者は、監督職員への説明時に交付した書面と同じものを契約事務担当職員に提出するもの
とする。

建設工事に係る資材の再資源化等に関
する法律第１８条について

特記事項

完成検査申請等

簡易型建設副産物実態調査

特記事項の内容

低入札価格調査制度により落札された場合は、施工検査（工事段階検査………各工種）の実施
について、施工計画書を基に打ち合わせをする。

全ての工事において工事完了後、「再生資源利用［促進］計画書（実施書）入力システム」により、
実施書のデータＦＤを提出する。なお、パソコン環境の状態により、データＦＤの提出が困難な場
合は企画整備課へ連絡のうえ、調査票の提出とする。
上記「入力システム」は企画整備課より貸与する。

　伐木、除根等により発生した伐木・抜根材を有用物として、有効利用する一般の希望者へ提供
するので、伐木・抜根材を樹種・部位別に分別し、１～３ｍ程度の長さに切断、１ｍ未満のものを
含めて集積し、整然と保管すること。
　伐木・抜根材の発生情報を県土整備部整備企画課のホームページから公表するので、樹種・
部位別の個数、重量、引渡期間、引渡場所、現場代理人の連絡先等を監督員へ速やかに報告
し、保管状況写真を提出すること。
　引渡期間を経過した伐木・抜根材は、再資源化処理場へ搬出するなど、適正に処理すること。

青森県県土整備部請負工事成績評定要
領第４条５項について
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第８条　提出書類

(1) 契約書に基づいて提出する書類

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

ワンデーレスポンス

　本工事は、ワンデーレスポンス実施対象工事である。「ワンデーレスポンス」とは、受注者から
の質問、協議への回答は、基本的に「その日のうち」に回答するよう対応することである。ただし、
即日回答が困難な場合は、いつまでに回答が必要なのかを受注者と協議のうえ、回答期限を設
けるなど、何らかの回答を「その日のうち」にすることとする。
　受注者は計画工程表の提出にあたって、作業間の関連把握や工事の進捗状況等を把握でき
る工程管理方法について、監督職員と協議を行うこと。
　受注者は工事施工中において、問題が発生した場合及び計画工程と実施工程を比較照査し、
差異が生じた場合は速やかに文書にて監督職員へ報告すること。
　発注者が効果・課題等を把握するためアンケート等のフォローアップ調査を実施する場合、受
注者は協力すること。

部数 条項 備考提出区分 名称 提出期日

提出期日

請 負 代 金 内 訳 書

着 工 時現 場 代 理 人 等 通 知 書

条項

31条

31条

32条

部数 備考

下請け金額の合計が100
万円以上になったとき

15条

10条

15条

施 工 体 制 台 帳
施 工 体 系 図

下 請 負 契 約 締 結 後 速 や か に 7条

提出区分 名称

3条 3条(A)(B)適用の場合

工 程 表 契 約 締 結 後 14 日 以 内 3条

契 約 締 結 後 14 日 以 内

支 給 材 料 受 領 書 引 渡 し の 日 か ら 7 日 以 内

工 事 完 成 検 査 合 格 後

引 渡 書 工 事 完 成 検 査 合 格 後

貸 与 品 借 用 書 引 渡 し の 日 か ら 7 日 以 内

完 成 届 工 事 完 成 の 日 か ら 5 日 以 内

請 求 書

電子納品試行工事

　本工事は、電子納品試行工事である。
　電子納品対象は工事写真とし、作成要領は国土交通省が定める「工事完成図書の電子納品
要領（案）」「デジタル写真管理情報基準（案）」、「ＣＡＤ製図基準（案）」によるほか、「青森県電子
納品運用ガイドライン（試行案）」による。成果品の電子媒体は正・副２部提出すること。
　なお、国土交通省が定める電子納品に関する要領・基準は、国土交通省国土技術政策総合研
究所のホームページ【http://www.nilim-ed.jp】で閲覧、ダウンロードできる。
　また、「青森県電子納品運用ガイドライン（試行案）」は整備企画課のホームページ
【http://www.pref.aomori.lg.jp/skikaku/index.html】の「CALS/EC」のページよりダウンロードでき
る。

特記事項 特記事項の内容

石綿障害予防規則に基づく工事

　石綿障害予防規則に基づき、解体等の作業における保護具の装置、湿潤を保つ措置を行う費
用、石綿の使用の有無を分析によって調査した場合に要する費用、特別の教育を請負者が実施
する場合の費用については、当初積算では計上していないため、それらに要した費用について
監督職員と協議の上、設計変更で見込むものとする。
　また、石綿の使用の有無を分析によって調査する場合の工期の変更についても、契約書の関
係条項に基づき適切に変更することとする。
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(2) 仕様書に基づいて提出する書類

1 部

1 部

1 部

1 部

部

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

1 部

※1 請負金額1,000万円以上。（ただし、1,000万円未満でも監督職員が必要と認めたとき）

※2 マニュフェストの提出は、A票とD票の写し。（工事写真に搬出・搬入時の写真を添付すること）

※3 「材料事前審査登録済み」の場合は、工事に関する承諾書の添付資料は省略できる。

第1編1-1-4

共通仕様書 備考

共通仕様書

提出区分 名称 提出期日 部数

※1

CORINS 工 事 カ ル テ 受 領 書
工事カルテ受領書が返送されたら速や
か に

第1編1-1-5

請負金額500万円以上
契約締結後、変更時、完
了時（土日祝日を除く10
日以内）

施 工 計 画 書 着 工 前 及 び 必 要 の 都 度

工事写真全部

材 料 試 験 成 績 表
工事完成の日から5日以内及び必要の
都 度

提出区分 名称 提出期日 部数

施 工 管 理 図 表
工事完成の日から5日以内及び必要の
都 度

第2編第1章
第2節1項

第1編1-1-23

第1編1-1-26

火 薬 類 使 用 計 画 書 着 工 前 及 び 必 要 の 都 度 第1編1-1-27 非火薬品（破砕薬）含む

安 全 訓 練 等 の 実 施 状 況
工事完成の日から5日以内及び必要の
都 度

第1編1-1-18

低 入 札 価 格 確 認 調 査 書
施工計画書・施工体制台帳提出時及
び 完 了 時

第3編1-1-9 共通特記仕様書

再 生 資 源 利 用 計 画 書 着工前・完了時及び必要の都度

着工前・完成のみ
工 事 写 真

工事完成の日から5日以内及び必要の
都 度

第1編1-1-20

工事材料※3

再生資源利用促進計画書 着工前・完了時及び必要の都度 第1編1-1-18

工 事 に 関 す る 承 諾 書 着 工 前 及 び 必 要 の 都 度
第2編第1章
第2節4項

履 行 報 告 書 毎月1回監督職員の指定する日 第1編1-1-24 毎月1部提出のこと

建設業退職者共済組合の発注
者 用 掛 金 収 納 書

契約締結時又は事情がある場合は契
約 締 結 後 1 ヶ 月 以 内

第1編1-1-40

第1編1-1-18 ※2

事 故 報 告 書 発 生 時 第1編1-1-29

備考

マ ニ ュ フ ェ ス ト
工事完成の日から5日以内及び必要の
都 度
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別表－１

高度技術・創意工夫・社会性等に関する実施状況

工　事　名　： 請　負　者　名　：

項　　　目 評　価　内　容

□高度技術 □施工規模

□その他

□創意工夫 □準備・後片付け

□品質関係

□施工管理関係

□その他

□社会性等

２．具体的内容の説明として、写真・ポンチ絵等を説明資料に整理。

工事全体を通して他
の類似工事に比べ
て、特異な技術力

「高度技術」ほどでな
い軽微な工夫

地域社会や住民に
対する貢献

既設構造物の補強、特殊な撤去工事

特殊な工程及び工法

新工法（機器類を含む）及び新材料の適用

湧水、地下水の影響

□現場での対応

□施工関係

備　　　　　　考

複雑な形状の構造物

１．該当する項目の□にレマーク記入。

□安全衛生関係

□地域への貢献等

□構造物固有

□技術固有

□自然・地盤条件

□周辺環境等、社会条件

軟弱地盤、支持地盤の状況

制約の著しい工事用道路・作業スペース等

気象現象の影響

地滑り、急流河川、潮流等、動植物等

埋設物等の地中内の作業障害物

鉄道・供用中の道路・建築物等の近接施工

騒音・振動・水質汚濁等環境対策

作業スペース制約・現道上の交通規制

廃棄物処理

災害等での臨機の処置

施工状況（条件）の変化への対応

施工に伴う機械、器具、工具、装置類

二次製品、代替製品の利用

施工方法の工夫

施工環境の改善

仮設計画の工夫

施工管理、品質管理の工夫

安全施設・仮設備の配慮

安全教育・講習会・パトロールの工夫

作業環境の改善

交通事故防止の工夫

地域住民とのコミュニケーション

ボランティアの実施

地域の自然環境保全、動植物の保護

現場環境の地域への調和
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別表－２
高度技術・創意工夫・社会性等に関する実施状況（説明資料）

工 事 名 ／

項　　目 評価内容

提案内容

　説明資料は簡潔に作成するものとし、必要に応じて別葉とする。

（添　付　図）

（説　　　明）
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別表－３

認 定 番 号

品 目

製 品 名

製 造 者

　この工事では、「青森県認定リサイクル製
品」を使用しています。
　「青森県認定リサイクル製品」は、県内で
発生する循環資源を原材料とした製品で、
安全性、規格等について青森県知事の認定
を受けた製品です。－

１
３
－



ﾘｻｲｸﾙor
ﾚｯﾂbuy

認定番号 製　品　名 数　量 使　用　箇　所

（例） ﾘｻｲｸﾙ 第○○○号 ○○○防止柵 ○○ｍ No.○～No.○の歩道路肩部に設置

請負者名：　　　　　　　　　

別表－４

青森県認定リサイクル製品及びレッツbuyあおもり新商品事業認定製品

使用実績調査票

工 事 名：　　　　　　　　　
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